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川合自治連合会（川合区）規約 

 

第１章  総則 

 

（自治連合会） 

第１条 川合自治連合会は、川合区と称し、川合の区域内に組織された自治会の連合をもっ

て組織する。 

 

（川合区の事務所） 

第２条 川合区の事務所は、川合地区ｾﾝﾀｰ(旧川合公民館)に置く。 

 

（事業） 

第３条 川合区（以下「区」という。）は、地域の発展と区内住民の公共の福祉のため次の

事業を行う。 

（１） 住民の福祉の増進に関する事業 

（２） 地域文化の向上及び体育の振興に関する事業 

（３） 生活環境の浄化に関する事業 

（４） 住民の連帯意識の高揚と地域住民の融和を図る事業 

（５） 区民館、老人会館、青木神社その他の区有財産の管理に関する事業 

（６） その他区の発展と公共の福祉に関する事業 

 

 

第２章  自治連合会員（区民） 

 

（区民） 

第４条 川合自治連合会員（以下「区民」という。）は、川合の区域内に居住し、住民登録

を有するとともに、区内に組織された自治会に加入した者をいう。 

２ 区民は、可児市民憲章に照らし誇りと責任を持ち、本規約を遵守するとともに、常に地

域の平和と発展のために協力し、心の触れ合いを深め、もって区民相互の融和を図るよう

に努めるものとする。 

 

（権利） 

第５条 区民は、代議員の選挙権及び被選挙権を有する。 

２ 区民は、区民総会に出席し、議案の審議に加わり、発言権及び表決権を有する。 

３ 区民は、区が所有又は管理する施設及び備品を使用することができる。 

４ 第１項の選挙権及び被選挙権、第２項の発言権及び表決権は、１戸につきその世帯を代

表するとみなされる者１人とする。第17条及び第18条第２号において同じ。 

 

（義務） 

第６条 区民は、次に掲げる義務を負うものとする。 

（１） 区費を納めること。 



- 2 - 

 

（２） 区が主催する行事に参加し、協力すること。 

（３） 区が必要と認めた作業に労務を提供すること。 

（４） 区の役員、その他公共的な役員に選ばれたときは就任すること。 

（５） 区民館、老人会館、青木神社、広場（グラウンド、公園、遊園地等を含む）その

他区が所有又は管理する区有財産の維持管理をすること。 

 

（自治連合会への加入） 

第７条 新たに区に居住する者は、この規約を遵守するとともに、区内の自治会に加入する

ものとし、第５条の権利を取得するものについては、別に定める自治連合会加入費（以下

「区入費」という。）を区に納入するものとする。 

 

 

第３章  代議員会等 

 

（代議員会） 

第８条 区に議決機関として、代議員会を置く。 

２ 代議員会は、定例代議員会、臨時代議員会及び特別代議員会とし、区長が招集する。 

 

（議長等） 

第９条 代議員会に、議長及び副議長を各１人置き、代議員の中から選出する。 

２ 議長及び副議長の任期は、代議員の任期による。 

３ 議長は、代議員会の議事を整理し、代議員会を代表する。 

４ 副議長は、議長に事故あるとき、又は議長が欠けたとき、その職務を代理する。 

 

（代議員会の決定事項） 

第10条 代議員会の議決事項は、別に定めのあるもののほか、次に掲げるものとする。 

（１） 当該年度の事業計画及び予算 

（２） 前年度の事業報告及び決算の認定 

（３） 区費の額を決定すること。 

（４） 区入費の額を決定すること。 

（５） 事業所協力金の額を決定すること。 

（６） 特別会計の予算外の支出で、代議員会の議決を必要としない限度額の決定並びに

当該限度額を超えるものの支出に関すること。 

（７） 財政運営基金の積立額の決定及びその基金の取り崩しに関すること。 

（８） 特別基金の積み立て及び取り崩しに関すること。 

（９） 区有財産の取得又は処分に関すること。 

（10）規約の改廃に関すること。 

 （11）第１号から第10号までに掲げるもののほか、区の運営上重要と認められる事項に関

すること。 

 

（定例代議員会） 

第11条 定例代議員会は、期首代議員会及び期末代議員会とし、それぞれ次のとおりとする。 
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（１） 期首代議員会は、毎年４月若しくはこれに近い月に招集する。 

（２） 期末代議員会は、毎年３月若しくはこれに近い月に招集する。 

２ 前条第１号及び第２号に掲げる案件は、毎年期首代議員会において審議決定し、第23

条に定める区長及び副区長の選出は、毎年期末代議員会において行うものとする。 

 

（臨時代議員会） 

第12条 臨時代議員会は、区長が必要と認めたときに招集する。 

 

（特別代議員会） 

第13条 特別代議員会は、代議員定数の半数以上の者から付議事件を示して、請求があった

ときに招集する。 

 

（代議員の定数） 

第14条 代議員の定数は100人とする。 

２ 前項の自治会ごとに選出すべき定数は、60人については自治会均等の定数とし、40人に

ついては自治会加入世帯数比例の定数として、別に定めるものとする。 

３ 各自治会の定数は、５年ごとに改定することができるものとし、国勢調査の行われた翌

年度の定数において行うものとする。 

 

（代議員の選出） 

第15条 代議員は、各自治会において選出する。 

２ 前項の選出の方法は、各自治会において決定する。 

 

（代議員の任期） 

第16条 代議員の任期は１年とし、会計年度による。ただし、補欠の代議員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

 

（区民総会） 

第17条 区は、区民総会を開くことができる。 

２ 区民総会は、次条の規定によりその必要が生じたとき、区長が招集する。 

３ 区民総会の議決は、他のいかなる議決よりも優先するものとする。 

 

（区民総会の招集） 

第18条 区民総会は、次の場合において招集する。 

（１） 代議員会において代議員定数の５分の４以上の賛成でもって区民総会に付議すべ

き事件を決定した場合 

（２） 区民の半数以上の者が付議事件を示して請求した場合 

 

（財産管理） 

第19条 区有財産の取得又は処分及び管理等について区長の諮問に応じ、次の事項を審議す

るため、区に財産管理会（以下「管理会」という。）を置く。 

（１） 区有財産の取得又は処分に関すること。 
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（２） 財政運営基金の積立額の決定及びその基金の取り崩しに関すること。 

（３） 特別基金の積み立て及び取り崩しに関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、区有財産及び基金等に関し、重要と認められる事項

に関すること。 

 

（管理会の委員） 

第20条 管理会の委員（以下「管理会委員」という。）の定数は10人とし、その半数を交互

に改選するものとする。 

２ 管理会委員の任期は、４年とし、会計年度による。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

３ 管理会委員は、区長が代議員会の同意を得て任命する。 

 

（管理会の組織） 

第21条 管理会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、管理会を統理し代表する。 

３ 副会長は、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたとき、その職務を代理する。 

 

（定足数等） 

第22条 代議員会、区民総会及び管理会の会議は、それぞれ委員の定数又は参集すべき者の

半数以上の出席により成立し、議事の決定は、別に定めのあるものを除き、出席者の過半

数でもって決定する。この場合において可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

 

第４章 執行機関 

 

（役員会） 

第23条 区に執行機関として役員会を置き、次の役員で組織する。 

（１） 区長      １人 

（２） 副区長     １人 

（３） 理事 各自治会 ３人 

（４） 社事委員    １人 

 

（役員の任期） 

第24条 役員の任期は１年とし、会計年度による。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 役員は、再任を妨げない。 

３ 社事委員は、第１項の規定にかかわらず、春の大祭終了後に交替するものとする。 

 

（役員の選出方法） 

第25条 役員の選出は、次によるものとする。 

（１） 区長及び副区長は、代議員会で選挙する。 

（２） 理事は、各自治会で選出する。 
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（３） 社事委員は、当組で選出する。 

２ 前項の第１号の選挙においては、過半数を得た者を当選人とする。ただし、第１回の投

票で過半数に満たない場合は、上位２人の決選投票とする。 

３ 役員の選出は、選挙によるほか、指名推薦によることができる。 

 

（役員の任務） 

第26条 役員の任務は、それぞれ次のとおりとする。 

（１） 区長は、自治連合会長として区政を総理し、区を代表する。 

（２） 副区長は、区長を補佐し、区長に事故あるとき、又は区長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（３） 理事は、役員会を構成し、次条から第29条に定める職務を掌理する。 

（４） 社事委員は、社事業務を掌るとともに、青木神社、稲荷神社及び弘法堂並びに葬

具の管理にあたる。 

 

（書記） 

第27条 区に庶務を処理するため、書記１人を置き、区長が任命する。 

 

（会計） 

第28条 区に会計を掌るため、会計１人を置き、区長が任命する。 

 

（各種委員） 

第29条 区政の専門的事項を所掌する機関として、区長の下に次の委員を置き、それぞれ各

号に定める事項を掌る。 

（１） 総務委員   区政の総務に関する事項 

（２） 地域改善委員 区内の地域改善に関する事項 

（３） 防災安全委員 自衛消防隊及びその他区内の防災安全に関する事項 

（４） 環境整備委員 環境整備その他区民の衛生に関する事項 

（５） 文化委員   区民の文化の向上に関する事項 

（６） 体育委員   区民の体育の振興に関する事項 

（７） 営繕委員   区有財産の維持管理に関する事項 

 

２ 前項の委員は、区長が任命する。 

 

（特別委員） 

第30条 区の特別な事業又は事務を推進又は処理するため、必要と認められるときは、代議

員会の議決を経て特別委員を置くことができる。 

２ 前項の委員は、区長が役員会の承認を得て任命する。 

３ 特別委員の任期は、当該事業又は事務処理の完了をもって終了するものとする。 

 

（顧問） 

第31条 区に区政の相談役として顧問を若干人置くことができる。 

２ 顧問は、区長が役員会の承認を得て委嘱する。 
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３ 顧問の任期は１年とし、会計年度による。 

４ 顧問は、区長が要請した場合、役員会その他の会議に出席するものとする。 

 

（監査委員） 

第32条 区に事務及び会計を監査するため、監査委員３人を置く。 

２ 監査委員は、区長が代議員会の同意を得て任命する。 

３ 監査委員の任期は、１年とし、会計年度による。ただし、当該年度の決算監査の実施を

もって終了するものとする。 

 

 

第５章 その他の機関 

 

（自衛消防隊） 

第33条 区に区内の消防業務と災害対策及び支援業務を遂行するため、自衛消防隊を置く。 

２ 自衛消防隊の組織及び定数その他運営等に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

第６章 財務 

 

（会計年度） 

第34条 区の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わるものとする。ただ

し、出納は翌年度の４月15日をもって閉鎖する。 

 

（会計区分） 

第35条 区の会計は、一般会計、特別会計及び基金とする。 

 

（予算） 

第36条 前条の一般会計、特別会計の歳入歳出は、それぞれ予算で定める。 

 

（一般会計） 

第37条 一般会計の歳入は、区費、補助金、寄附金、協力金、使用料、繰越金及び預金利子

その他の収入をもって充てる。 

２ 一般会計の歳出は、当該年度の歳入の範囲内において会計規則に定めるところにより支

出する。 

 

（特別会計） 

第38条 特別会計の歳入は、財産の処分金及び該当預金の利子その他の収入をもって充てる。 

２ 特別会計の歳出は、次の費用に支出するものとする。 

（１） 区民館その他区の公共的施設の建設若しくは維持管理又は財産の取得に要する費

用 

（２） 前号のほか、特別会計で支出することが適当と認められる費用 

３ 前２項に定める会計のほか、特に必要があるときは、その目的により別に特別会計を設
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けることができる。 

（補正予算） 

第39条 区は、一般会計又は特別会計の予算を増額又は減額する必要が生じたときは、代議

員会の議決を経て予算を補正することができる。 

 

（区費） 

第40条 区費は、別に定める額を会計規則に定めるところにより徴収する。 

 

（区費の追徴） 

第41条 特別な事情により一般会計の収入に不足が生じる場合又は支出が増加する場合は、

代議員会の議決を経て臨時に区費を追徴することができる。 

 

（基金） 

第42条 基金は、次に掲げるとおりとし、それぞれ当該基金の目的以外には、支出すること

ができない。 

（１） 財政運営基金 特別会計からの繰入金、その他の収入により別に定める額を積み

立て、その預金利子を財政運営に充てることができるものとする。 

（２） 特別基金 特にその目的を定めて積み立てるもので次のとおりとする。 

ア． 区入費基金 区入費を積み立てるもので、第38条第２項第１号に要する費用

にあてるもの 

    イ.  区入費基金は、代議員総会の議決を経て第37条第1項に繰入することができる。 

２ 前項に定めるもののほか、特にその目的を定めて別に基金を設けることができる。 

３ 前２項の基金の預金利子は、それぞれ当該基金に積み立てるものとする。ただし、財政

運営基金の預金利子については、当該年度の利子の範囲内において区の会計に計上し、使

用することができる。 

 

 

第７章 区有財産 

 

（区有財産） 

第43条 区有財産は、区が所有又は管理する土地、建物及び施設をいう。 

２ 区有財産は、区民（第５条に規定する権利を有する者）の共有（個々の持分所有は認め

ない。）であり、こぞって善良な管理を行うとともに、活用されなければならない。 

３ 区有財産のうち、土地については我々の先人が残した貴重な資産であり、その認識にお

いて管理されなければならない。 

 

（施設等の管理運営） 

第44条 区民館、老人会館及びその他、区の施設の管理運営については、規則に定める。 
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第８章 補則 

 

（慣例事項の取り扱い） 

第45条 区の区域内に居住するものであっても、特殊な事情にある自治会又は他域の者につ

いては、この規約の全部若しくは一部を適用しないことができる。 

２ 前項の定めのほか、この規約又は区の規定に定めのないものについては、この規約の趣

旨を尊重し、慣例によることができる。 

 

（細則の制定） 

第46条 第10条の規定によるほか、代議員会の議決を経て定める事項については、必要によ

り細則に定める。 

 

（規則等の規定） 

第47条 この規約に定めるもののほか、区の運営上必要な事項は、役員会において規則又は

規定を定めることができる。 

 

（規約の改廃） 

第48条 この規約の改廃は、代議員会において、出席者の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

 

附 則（昭和44年条例第18号） 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成２年４月１日から施行する。 

（旧規約の廃止） 

第２条 川合自治連合会（川合区）規約（昭和60年１月１日施行。以下「旧規約」という。）

は、廃止する。 

（区長、副区長の選出に関する経過措置） 

第３条 旧規約の規定により選出された区長及び副区長は、この規約の規定により選出され

たものとみなす。 

 

（財産管理会委員の関する経過措置） 

第４条 旧規約の規定により選出された管理会委員は、この規約の規定により選出されたも

のとみなす。 

 

（代議員定数の改定に関する経過措置） 

第５条 この規約の施行の際定められた代議員の各自治会の定数は、第14条第3項の規定に

かかわらず６年間改定を行わない。 
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附 則（平成４年４月 改正） 

１． この規約は、平成４年４月26日から施行する。 

２． 改正規約中第29条の規定については、平成４年４月１日から適用する。 

附 則（平成５年４月 改正） 

この規約は、平成５年４月26日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成22年４月 改正） 

この規約は、平成22年４月25日から施行する。 

 

附 則（平成25年４月 改正） 

この規約は、平成25年４月1日から施行する。 

 

附 則（平成28年４月 改正） 

この規約は、平成28年４月1日から施行する。 

 

附 則（平成30年2月 改正） 

この規約は、平成30年４月1日から施行する。 

 

 附  則（平成31年4月 改正） 

この規約は、平成31年４月1日から施行する。 

 

附  則（令和2年4月 改正） 

この規約は、令和2年４月1日から施行する。 

 

３． 改正規約中第33条の規定については、令和5年2月5日から適用する。 
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川合区の区費等の額を定める細則 

 

（区費） 

第１条 川合自治連合会（川合区）規約（以下「区規約」という。）第10条第３号に規定す

る区費は、年額5,000円とする。 

 

（区入費） 

第２条 区規約第10条第４号に規定する区入費は、次に定めるとおりとする。 

（１） 新たに川合の区域内に居住し、世帯単位で自治会に加入する者は、30,000円を区

に納入するものとする。 

 

（事業所協力金） 

第３条 区規約第10条第５号に規定する事業所協力金は、年額12,000円とし、次の者が納入

するものとする。 

（１） 川合の区域内に事業所、工場又は倉庫その他の事業所を有する者。（区規約第５条

の権利を有する者は除く。） 

（２） 川合の区域内に貸家、アパート、マンション等を戸数に関わらず営業する者。 

 

（予算外の支出限度額） 

第４条 区規約第10条第６号に規定する代議員会の議決を要しない支出の限度額は、一会計

年度で100万円とする。 

 

第５条 区規約第10条第７号に規定する財政運営基金の額は、1,000万円以上とする。 

 

 

附 則 

１ この細則は、平成２年４月１日から施行する。 

２ 川合区の区費等の額を定める細則（昭和60年1月1日施行）は、廃止する。 

 

附 則 

この細則は、平成22年４月25日から施行する。 
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各自治会が選出すべき代議員の定数を定める規則 

 

各自治会が選出すべき代議員の定数は、次のとおりとする。 

自治会名 均等定数 比例定数 定数の合計 

川 合 東 １５ 人 １３ 人 ２８ 人 

川 合 西 １５ 人  ８ 人 ２３ 人 

川 合 南 １５ 人 １３ 人 ２８ 人 

川 合 北 １５ 人   ６ 人 ２１ 人 

合  計 ６０ 人 ４０ 人 １００ 人 

 

 

附 則 

 この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この規則は、平成８年２月４日に改定し、平成８年度の代議員の選出から適用する。 

 

附 則 

 この規則は、平成13年４月2日に改定し、平成14年度の代議員の選出から適用する。 

 

附 則 

 この規則は、平成18年2月26日に改定し、平成18年度の代議員の選出から適用する。 

 

附 則 

 この規則は、平成24年2月19日に改定し、平成24年度の代議員の選出から適用する。 

 

  附 則 

 この規則は、平成29年2月12日に改定し、平成29年度の代議員の選出から適用する。 

 

  附 則 

 この規則は、令和４年2月７日に改定し、令和４年度の代議員の選出から適用する。 
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川合区会計規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川合自治連合会（川合区）規約（以下「区規約」という。）に定める

もののほか、川合区の会計の処理について必要な事項を定めるものとする。 

 

（一般会計の支出科目） 

第２条 一般会計の支出は、次の科目による。 

（１） 事務費     （２）会議費      （３）水道光熱費 

（４）環境整備費   （５）地域改善費    （６）防災安全費 

（７）営繕費     （８）神社費      （９）各種団体費 

（10）文化事業費   （11）体育費      （12）役員研修費 

（13）連合会長交際費 （14）副連合会長交際費 （15）自治会助成金 

（16）自衛消防費   （17）慶弔費      （18）保険費 

（19）地区連合会費  （20）事務局費     （21）予備費 

 （22）雑費 

 

（区費の納期等） 

第３条  区規約第40条の規定により徴収する区費は、年額を3回に分けて 

徴収するものとし、その納期は次のとおりとする。 

第１期  ５月 

第２期  ８月 

第３期 １１月 

２ 区費の納入者は、前項の納期によらないで、第１期の納入の際第２期 

以降の額を合わせて納付することができる。 

 

（防犯灯広告料） 

第４条 区が設置した防犯灯に広告を取り付けているものは、広告料年額 

1,０００円を区に納入するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 13 - 

 

 

附 則 

 この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

２ 川合区会計規則（昭和60年１月１日施行）は、廃止する。 

 

附 則 

 この規則は、平成５年４月26日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この規則は、平成６年４月２日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

 

 

附 則 

 この規則は、平成13年４月２日から施行し、平成13年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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川合自衛消防隊の組織及び運営に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 川合自治連合会（川合区）規約第33条の規定により設置する自衛消防隊の組織及び

運営について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定数） 

第２条 自衛消防隊員の定数は、20人とする。 

 

（隊員） 

第３条 自衛消防隊員は、満30歳以上の区民のうちから区長が任命する。ただし、その在任

は満40歳までとする。 

 

（任務） 

第４条 自衛消防隊は、川合区内に発生した火災又は災害に際し、消火又は災害の救助・復

旧にあたるものとする。 

２ 自衛消防隊は、区の消防用施設及び機械器具の管理にあたるものとする。 

 

（役員） 

第５条 自衛消防隊に次の役員を置き、隊員のうちから区長が任命する。 

（１） 隊長   １人 

（２） 副隊長  １人 

（３） 庶務会計 １人 

（４） 機関長  １人 

 

（役員の任務） 

第６条 隊長は、隊を統括し、隊を代表する。 

２ 副隊長は、隊長を補佐し、隊長に事故あるとき、又は隊長が欠けたときに、その職務を

代理する。 

３ 庶務会計は、隊の庶務及び会計を掌る。 

４ 機関長は、自衛消防隊用のポンプその他機械器具の管理にあたる。 

 

（役員の任期） 

第７条 役員の任期は１年とし、区の会計年度による。ただし、補欠の役員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 役員は、再任を妨げない。 
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附 則 

１ この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

２ 川合自衛消防隊の組織及び運営に関する規則（昭和60年１月１日施行。以下「旧規則」

という。）は、廃止する。 

３ 旧規則により任命された自衛消防隊員は、この規則により、任命されたものとみなす。 
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川合区墓地の管理等に関する規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、川合区墓地（以下「墓地」という。）の管理等に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（墓地の管理） 

第２条 墓地の使用者（以下「墓地使用者」という。）は、自己の使用部分の清掃を行う等

その環境美化に努めなければならない。 

２ 墓地使用者は、前項の維持管理のほか、協同して、共用部分、その他墓地全体の良好な

環境の保全に努めなければならない。 

 

（清掃等の労役） 

第３条 墓地使用者は、清掃その他の作業で協同して行う必要がある場合は、その作業に労

務の提供をしなければならない。 

 

（費用） 

第４条 墓地に係る費用（個人に係るものは除く。）は、別に定められた墓地基金並びにそ

の他の収入をもって充てる。 

２ 前項によるもののほか、特に必要がある場合には、墓地使用者にその費用の全部又は一

部を負担させることができる。 

 

（管理委員会の設置） 

第５条 墓地の適正な管理等を行うため、墓地管理委員会（以下「管理委員会」という。）

を置く。 

 

（管理委員会の処理事項） 

第６条 管理委員会が処理する事項は、次のとおりとする。 

（１） 墓地の清掃及びその他維持管理の総括に関すること。 

（２） 石碑等の建設に係る基準の設定及びその指導に関すること。 

（３） 墓地基金の管理に関すること。 

（４） 前各号に掲げるもののほか、墓地の管理等に関し、必要と認められる事項に関す

ること。 

 

（管理委員会の委員） 

第７条 管理委員会の委員（以下「管理委員」という。）の定数は８人とする。 

２ 管理委員は、区長が東、西、南及び北の各自治会に所属する墓地使用者の中から、各自

治会に２人を区の役員会の同意を得て任命する。 

３ 管理委員の任期は２年とし、区の会計年度の区分による。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 管理委員は、再任を妨げない。 
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（役員） 

第８条 管理委員会に、次の役員を置く。 

（１） 会長  １人 

（２） 副会長 １人 

（３） 庶務  １人 

（４） 監事  ２人 

２ 前項の役員のほか管理委員会に相談役を置くことができる。 

３ 役員は、委員の互選により選出し、相談役は、墓地使用者の中から管理委員会で選任す

る。 

４ 役員の任期は、委員の任期による。ただし、後任者が就任するまでは、任期の満了後で

あっても、その職務を代行する。 

 

（役員の任務） 

第９条 前条第１項の役員の任務は、次のとおりとする。 

（１） 会長は管理委員会を代表し、会務を統理する。 

（２） 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（３） 庶務は、管理委員会の庶務のほか、墓地の管理等に付随する会計を掌る。 

（４） 監事は、前号の会計の監査を行う。 

 

（管理委員会の会議） 

第10条 管理委員会の会議は、会長が必要な都度招集する。 

２ 管理委員会の会議の議長は、会長があたる。 

 

（定足数等） 

第11条 管理委員会の会議は、委員の半数以上の出席で成立し、議事の決定は、出席委員の

過半数でもって決定する。ただし、可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

（墓地管理者） 

第12条 墓地管理者は、管理委員会の会長をもって充てる。 

２ 前項の墓地管理者に事故あるとき、又は墓地管理者が欠けたときは、管理委員会の副会

長がその職務を代行する。 

 

（石碑等の建設基準） 

第13条 墓地の環境を適切に保全するため、石碑の建設等に関する基準を別に定める。 

２ 墓地使用者は、石碑（墓石）その他の構築物（以下「石碑等」という。）を建設しよう

とするときは、前項の基準に従わなければならない。 

３ 墓地使用者で、石碑等を新たに建設又は改修しようとする者は、その計画をあらかじめ

管理委員会に提示し、その承認を得るものとする。この場合、第１項の基準に照らし、適

切でないものについては、管理委員会はこれを指導するものとする。 

４ 現に石碑等の建設がされている墓地使用者は、第１項の趣旨を尊重し、同項の基準に即

するよう努めなければならない。 
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第14条 墓地使用者は、墓地を他人へ移譲、又は転売することができない。 

 

（使用料の返還） 

第15条 墓地使用者で、墓地を取得後20年以上経過し、都合により川合区に返還する場合は、

支払った使用料は返還しない。ただし、取得後20年未満で返還した場合は、支払った使用

料の半額を返還する。 

 

（墓地の返還） 

第16条 墓地使用者は、墓地を川合区に返還する場合は、石碑等を撤去し、更地にして管理

委員会に返還する。 

 

（委任） 

第17条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は管理委員会で定める。 

 

 

 

附 則 

 この規則は、平成４年６月20日から施行する。 

 

附 則 

 この規則中、第14条、第15条、第16条は、平成19年３月18日から施行する。 
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石碑等の建設基準 

 

 

川合区墓地の管理等に関する規則第13条の規定による石碑等の建設に関する基準は次のと

おりとする。 

 

 

（１） 石碑等を建設しようとするときは、敷地の前部で境界から最低30ｃｍを通路敷地

として残すものとする。 

（２） （１）以外（左右横及び後部）は、少なくとも15ｃｍ程度は残すものとする。 

 

30ｃｍ

15ｃｍ 15ｃｍ

15ｃｍ

（例） 境界線

前

後

左
横

右
横

境
界
線

境
界
線

境界線
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草刈り作業の注意事項 

 

 

１） 必ず当日の作業に出ること。 

２） 都合で前日までに個人的に行った場合は、刈った草等は、自分で処理すること。（持

ち帰るなどすること。） 

この場合でも当日の朝作業に出られる方がいるときは必ず、共同作業に出ること。 

３） 自分の敷地分が終わったら共用地（六地蔵様の周り、空き地など）の作業を行い、

解散の指示があるまで帰らないこと。 

 

 

以上、皆さんのご協力をお願いします。 


